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の不遵守を法的被害と構成したとしても、裁判所が違法行為と法的被害と
の間の因果関係に言及していないことは確かであり、これは、満足におい
ても違法行為と被害との間の因果関係を必要条件としている国家責任条文
とは異なる態度といえる。このような国際司法裁判所の立場は、賠償の範
囲を被害の総体として捉えるのではなく、ホルジョウ工場事件における
「賠償はできる限り、違法行為のあらゆる結果を除去し、当該行為が行わ
れていなかったら、恐らく存在したであろう状況を再建しなければならな
い」という定式こそが賠償の範囲を示す基準とする見解を反映したものと
解すことがで
(20)
きる。それゆえ、国際裁判における賠償認定において、違法
行為と損害との間の因果関係は賠償の範囲を決定する際の重要な要素とさ
れているが、それはとくに金銭賠償との関係でいえることであり、満足の
場合には必ずしも必要不可欠な要素とはされておらず、国際裁判所の認定
は国家責任条文の被害概念や因果関係論とは異なる推論過程を示している
と指摘できるので
(201)
ある。
このような相違が現れる原因は、湯山智之が「違法行為の中止とサティ
スファクションは、第一次義務の尊重・執行、将来の違法行為の抑止とい
う機能を有している点で、損害の塡補という観念をその基礎に置くリパレ
イションの枠内に位置づけられるべきではない。リパレイションから独立
した救済手段とみなすべきである」と述べるよ
(202)
うに、満足の特殊な性格に
よるのかもしれない。現在の国際判例上の用語法において、満足は賠償の
一形態として扱われているが、賠償のなかには損害の塡補や合法性の回復
といった多様な機能が包含されており、この機能面の多様性が賠償の範囲
(20) ジェノサイド条約適用事件でも、ホルジョウ工場事件のこの言明に触れ、賠償
範囲の外縁を規定したうえで、本件における原状回復の不可能性を確認した後に、
本件の損害に対する金銭賠償の可否に関する検討に移っている。Ibid., p. 164,
para.460.
(201) ブラウンリーも、金銭賠償との関係でのみ因果関係を検討する。Brownlie,
supra note(84),pp.225-227.
(202) 湯山「前掲論文」注（１）220頁。
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を確定する際の被害・損害の位置づけにも関わってくることになると考え
られる。それゆえ、国際違法行為と損害との間の因果関係が賠償の範囲を
確定する際の不可欠の要素となるかは、そもそも損害の発生が賠償義務の
前提とみなされるのか否かによって決まるのであり、今後は、国家責任法
上の因果関係論の限定的役割を認識しつつ、賠償の範囲の確定基準の議論
をしていく必要があるといえるであろう。
第五章 結論
以上の検討から、国際違法行為にもとづいて発生した責任の解除義務を
総称的に表す賠償概念は、固有の規則群から構成され、国際司法裁判所規
程などの様々な条約を制度的基盤としつつ、外国人損害に関する事例だけ
でなく、多様な国際義務の違反にも対応する概念に発展してきたといえ
る。賠償の認定にあたって、裁判所は、第一次的規則の性格と内容、国際
義務違反の重大性、紛争の経緯と当事国の主張、国際義務違反によって発
生した損害の程度などを総合的に勘案して、適切な責任解除のあり方を指
示している。
確かに、原状回復、金銭賠償、満足といった賠償の形態はそれぞれ、固
有の機能を果たすようなかたちで適用されてきた。しかしその一方で、賠
償概念は全体として、予め措定された規則に従って機械的に結論を導くの
ではなく、賠償の認定過程において裁判所をはじめとする紛争解決の意思
決定権者に紛争のあらゆる文脈を勘案して適切な紛争解決へと導くよう指
示・命令する規則群から成り立っているといえるのである。それゆえ、賠
償概念は、損害の塡補や合法性の回復といった二重の機能を果たすもので
あったとしても、ある紛争においていずれが優先されるかは、第一義的に
は違反のあった第一次的規則の内容と性格によるのであり、適用法規や紛
争の文脈を離れた決定を許すものではない。換言すれば、賠償概念は、損
害の塡補も合法性の回復も排除せず、様々な機能を有する賠償の形態を組
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み合わせて責任国の完全な責任解除義務の内容を規定する、優れて柔軟な
性格を有するものと評価できるのである。
そして、現在では、国家責任条文のように、原状回復、金銭賠償、満足
という伝統的な形態に加えて、中止や再発防止の確約・保障を別個に規定
し、「賠償」というよりも、「回復」を目的とする新しい国際請求のあり方
を模索する動きもある。責任解除義務の段階では、前述の検討からも、こ
の新しい動向を必ずしも排除することなく国家責任法は発展してきている
といえる。それゆえ、今後は、責任解除義務の制度と責任追及制度との体
系的な整合性をはかりつつ、国家責任法全体の発展の方向性を考えていく
必要があるといえるであろう。
〔付記〕本稿は、平成23年度科学研究費補助金（基盤研究（C））「国際法の履行確
保制度の構築に関する国際立法過程モデル」（課題番号22530051）の研究成果の一
部である。
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